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浸水および強地震動想定区域と公共建築物の立地状況を示す指標の提案 

 

日本大学 学生会員 〇元木 日菜   正会員 仲村 成貴   荒巻 卓見 

 

１．はじめに 

 防災情報が十分に利活用されていないことが，2005

年時点での調査結果として牛山らによって報告されて

いる 1)．その後，2014年の都市再生特別措置法改正に

基づいて創設された立地適正化計画では，災害リスク

の高い土地を居住誘導区域に含まないよう運用方針が

定められ，ハザードマップ等の防災情報がまちづくり

に反映されつつある．高橋らは浸水想定区域と公共建

築物の立地状況を評価する指標を提案し 2)，防災情報

の利活用状況の把握を試みている．本研究では浸水想

定区域に加え，強震動の想定区域と公共建築物の立地

状況を把握する指標を提案して神奈川県の基礎自治体

に適用し，自治体の取組と関連付けて検討する． 

２．使用データ 

(1) 災害想定区域： 神奈川県の浸水想定区域と強震動

想定区域を図 1，2に示す．両図は，国土地理院基盤地

図情報の行政区画線 3)および国土政策局の浸水想定区

域データ 4)，地震調査研究推進本部の確率論的地震動予

測地図データ 5)を用いて著者らが作成した．なお，本研

究では確率論的地震動予測地図にて今後 30年以内に震

度 6 強以上の地震が発生する確率が 0.25 以上となる区

域を強震動想定区域と定義した． 

(2) 対象とする公共建築物： 表 1に示す施設に該当し，

神奈川県と各自治体のホームページ 6), 7)に所在地が掲

載されている公共建築物 4754 件を対象とした．公共建

築物のうち，県・市町村連携によるオープンデータ 6)で

指定されている避難場所・避難所を公共避難建築物と

し，2259 件が該当した．後述する災害想定区域にある

公共建築物の数は，GIS 上で公共建築物の位置を表示さ

せ，浸水または強震動想定区域内に位置するものを 

 

 

 

 

 

 

計数した． 

(3)人口と面積： 各自治体と各地区の人口は 2015年の

国勢調査結果 8)を用いた．面積は GIS 上でメッシュ分

割機能を用いて評価した．後述する災害想定区域内の

人口は各地区の人口密度に災害想定区域の面積を乗じ

て評価した． 

３．提案指標 

 高橋らの提案指標（式(1)～(3)）2)に倣い，強震動想定

区域に位置する公共避難建物の数を評価する指標とし

て，式(4)～(6)を提案する． 

 浸水面積比(%) =
浸水想定区域の面積

市町村の面積
× 100 (1) 

 浸水公共建築物比(%) 

=
浸水想定区域内の公共建築物の数

公共建築物の数
× 100 

(2) 

 浸水公共避難建築物比(%) 

=
浸水想定区域内の公共避難建築物の数

公共避難建築物の数
× 100 

(3) 

 強震面積比(%) =
強震動想定区域の面積

市町村の面積
× 100 (4) 

 強震公共建築物比(%) 

=
強震動想定区域内の公共建築物の数

公共建築物の数
× 100 

(5) 

 強震公共避難建築物比(%) 

=
強震動想定区域内の公共避難建築物の数

公共避難建築物の数
× 100 

(6) 

式(1)，(4)で評価した浸水面積比と強震面積比を対応

付けて図 3 に示す．両指標値は自治体によって大きく

異なる．以降では浸水面積比と強震面積比が共に 35%

を超える 5自治体（KA～KE）に注視して検討した． 
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表 1 対象とした公共建築物 

浸水想定区域 

図 1 神奈川県内の浸水想定区域 

強震動想定区域 

図 2 神奈川県内の強震動想定区域 図 3 浸水面積比と強震面積比 
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４．浸水および強震面積比 35%超の自治体の特長 

 表 2 に対象 5 自治体の諸元を示す．いずれも一級河

川流域に位置し，KA，KB，KD は海にも面している．

KAは 5 自治体の中で最も規模が大きく，総人口の約半

数が災害想定区域に居住し，浸水想定区域の人口密度

は全域の 1.45 倍である．KB は総人口の 6～7 割が災害

想定区域内に居住している．KCでは総人口のうち災害

想定区域に 7～8 割が居住し，人口密度は全域の 1.2～

1.3倍である．KDの強震動想定区域には総人口の 92%，

人口密度は全域の 1.24 倍である．KEの災害想定区域に

は全域の 4割弱が居住する．特に KB と KDでは災害想

定区域内に大多数が高密度で居住している． 

５．浸水および強村道想定区域にある公共建築物 

式(1)～(6)より求めた各指標を図 4，5に示す．県内の

全自治体では，5自治体の浸水公共建築物比・避難建築

物比，強震公共建築物比・避難建築物比のいずれも大き

く得られた．自治体面積に対する災害想定区域面積が

広いほど，災害想定区域に含まれる公共建築物が多く

存在する．重要な点は災害想定区域内の公共建築物へ

の対策である．公共建築物の立地状況については，5自

治体の中で浸水公共構造物比は KC，強震公共建築物比

は KD が最も高く得られた．公共避難建築物の立地状

況については，浸水公共避難構築物比は KB，強震公共

避難建築物比は KD が最も高く得られた．表 2 に示し

た通り，KA，KD，KEは災害ごとの避難施設を指定し

ている．そこで，風水害時と地震災害時にそれぞれ指定

された公共避難建築物で指標を再評価した結果，図 4，

5 に矢印で示すように KD と KE の値が小さく得られ，

KAの指標値に変化は無かった．各自治体の地域防災計

画によると，KDは自治体が作成した洪水ハザードマッ

プに示された洪水または内水氾濫の浸水想定区域外に

ある施設または場所を指定緊急避難場所に指定すると

している．KEは浸水想定区域内に，主として要配慮者 

利用施設の利用者の円滑かつ迅速な避難を確保する必

要があると認められるものがある場合に定めるとして

いる．KE は立地適正化計画の作成にも着手している 9)．

KAは，浸水想定区域内の避難場所を周知するという記

述に留まっている．浸水想定区域を考慮した避難施設

の有無と指標値は対応しているといえる． 

６．おわりに 

 浸水および強震動の想定区域と公共建築物の立地状

況を関連付ける指標を提案し，神奈川県の基礎自治体

に適用した．自治体の面積に対して災害想定区域の面

積が比較的大きい 5 自治体に注視し，現状や自治体の

取り組み状況を提案指標によって定量的に評価できた．

今後は他の災害や住宅の立地状況についても検討する． 
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表 2 浸水面積比と強震面積比が 35%超の 5自治体の諸元 

図 4 浸水面積比と各建築物比 図 5 強震面積比と各建築物比 
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